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2025 年 10 月 1 日（水） 

 

令和 6 年度相談事例集 

 

水平型業務提携に関する基本的な考え方 

 水平型業務提携 

  適用条文 

   2 条 6 項「不当な取引制限」 

    ハードコアカルテルと同じ条文だが、 

     ハードコアカルテルは行為要件（「共同して」→「意思の連絡」）を満たせば弊害

要件はほぼ自動的に満たすとされるが 

業務提携などの「非ハードコアカルテル」においては（業務提携をすることは

情報管理的にオープンなので行為要件は当然満たして争われることはなく）弊

害要件の成否が問題となる。 

   企業結合の条文（10 条、13 条〜16 条）の行為要件は、通常、満たさない。 

    企業結合の条文の行為要件を満たすと、事前規制が可能となる。11k233-237 

      企業結合課 

    通常の業務提携は、満たさないので、法律上は、事前規制の対象外 

     関係事業者が公取委に事前相談（広義）すれば、事実上、事前規制の対象となる。 

      相談指導室 

 以下のような、独禁法全体に共通する基本的な考え方に沿って検討 

 行為要件 

 弊害要件 

  市場（市場画定） 

   需要者からみて選択肢となる供給者の範囲 

    需要者はどのような者か、が重要 

  反競争性あり（＝牽制力なし） 

 
   内発的牽制力 

    業務提携の場合の共通化割合など 

   他の供給者による牽制力 
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    既存供給者からの 

    潜在的新規参入者からの 

    隣接市場からの 

   需要者による牽制力 

  正当化理由なし 

   正当化理由があるとされる条件 

    目的が正当 

    手段が正当 

 因果関係 

  寄与度 

 

 共同購入の場合、次の 2 つを見る必要がある 

  「川上市場での買う競争」への影響 → 下記 

  「川下市場での売る競争」への影響 → 上記のとおり 

 共同物流でも同じように川上と川下を見る必要があるかのように言われるが、それは、

「共同物流」と呼ばれる事案の一定数が、「物流の共同購入」であるからである。共同購

入とは別のカテゴリであるのではなく、共同購入の 1 類型である、ということであり、そ

れにすぎない。 

  物流を外注していない場合には、共同購入の 1 類型ではないことになり、上記の「川下

市場での売る競争」への影響だけを検討することになる。 

 「川上市場での買う競争」への影響 

 
（具体的には、下記の「川下市場での売る競争」の検討を上下 180 度裏返して検討） 

 

令和 6 年度相談事例 2〔医薬品中山間地域等共同配送〕 

 

 事案 

  A 県において医薬品群 M の卸売の合計市場シェア 60％の 3 社（X 社、Y 社、Z 社）に

よる業務提携である。 

  運送事業者 W 社からの運送役務の共同購入であるが、W 社は Z 社の子会社である。 
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  （つまり、商流は、W 社 →〈X 社 orY 社 orZ 社〉→ 需要者（病院薬局等）） 

  A 県の中山間地域等向けの配送を対象とする。単独で行うことは困難である。 

 規範（3（1）） 

  2 条 6 項の条文のみが掲げられている。 

 適用（3（2）） 

  次の諸点（9 頁ア〜エ）を掲げて、独禁法上問題となるものではないとした。 

  ア 目的の正当性 

   単独で行うことが困難な中山間地域等向けの配送である。 

  イ 共通化割合が小さい。 

  ウ 共同取組への参加は自由 

   部分的に単独で配送することも許される（7 頁「なお」） 

  エ 情報管理がされている。 

   W 社を経由して 3 社間の情報がやり取りされない。 

   親会社 Z 社と子会社 W 社との間は、システム上分離されており、Z 社の従業員は W

社のシステムにアクセスできない。（7 頁ウ） 

 コメント 

  業務提携に関する、シンプルで良い事例である。 

  「競争を実質的に制限する」の中で、反競争性と正当化理由を総合考慮している。（よ

くあるパターン） 

  参加が自由であり、部分的に単独配送も可能であるとした点は、[志賀高原索道協会]の

事例を想起させる。 

  W 社は 3 社とは競争関係にないが、そのような者も不当な取引制限の違反者となり得

ることが当然の前提とされている。 

  親子会社間の情報遮断の事例である、とも言える。 

  共同配送、すなわち、運送役務の共同購入の事例であるから、川上市場で買う競争も論

ずる必要があるように見えるが、そのようなことは論ぜられていない。W 社が最初か

ら業務提携の枠組みに参加しており、競争の相手方（買う競争における供給者）の同意

があるので、[共同保険留意点等]と同様の考え方によれば、川上市場で買う競争への影

響を考える必要はないことになる。 

  本件は、3 社のみ（及び W 社）による取組であり、3 社に競争者がいる場合は、当該競

争者の排除の可能性を検討する必要があると思われるが、（定かではなく、また、読み

落としの可能性もあるが）3 社には中山間地域等については競争者がいないし、新たに

競争者希望者が登場することも考えにくい事案なのではないかと推測される。運送を

単独で行うことが困難とされていること等。 

   言い換えれば、3 社の A 県における合計市場シェアは 60％である旨の記載が冒頭に

あるが、これは、都市部を含めた A 県全体の数字であると思われ、本件には無関係

（irrelevant）なのではないかと思われる。 
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令和 6 年度相談事例 3〔共同 CCS 事業〕 

 

 事案 

 X 社ら数社（「X 社ら」）が、数年以内に CCS 事業（二酸化酸素の回収・貯留事業）を共

同で実施することを検討している。 

 X 社らは、 

  川上で、「分離回収装置の構成機器等」を共同購入し、 

  川下で、「分離回収役務」を共同で供給しようとしている。 

 規範（3（1）） 

  2 条 6 項の条文を掲げた上で、 

  共同購入については、次のような枠組みで判断する 11k129-132 

   次の 2 つの問題を検討する必要があり、 

    川上市場で買う競争（「調達市場」） 

    川下市場で売る競争（「販売市場」） 

   それぞれについて、 

    反競争性＝競争変数左右（「競争制限効果」）の有無を確認し、 

    もし有なら、正当化理由の成否を確認する 

  細かい補足 

   「競争促進効果」は、正当化理由の言い換えである 11k155 

   13 頁 1 行目の①・②と、13 頁 4 行目以下の①・②・③は、異なる。後者を(a)(b)(c)

などとすべき。 

    13 頁中ほど(2)イ柱書きの①・②は、13 頁 1 行目の①・②の本件への適用である

から、こちらは変えないほうが良い。 

 適用（3（2）） 

  反競争性＝競争変数左右 

    安定的・継続的な市場が形成されているとは言えないとしつつも 

   川上市場で買う競争 

    競争者が十数社 

    供給者が数社 → 対抗的な交渉力 

     買う競争における供給者からの牽制力の一例 

   川下市場で売る競争 

    本件取組による「川下市場で売る競争」への影響は、次の両者が相俟って起こり得

る 

     川上における分離回収装置の構成機器等の共同購入 

     川下における分離回収役務の共同実施 

    安定的・継続的な市場が形成されているとは言えないから問題がない、ということ
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しか言っていない。 

    「競争制限効果は限定的」としているが、次の項目で正当化理由ありとしているこ

とが実際上の決め手であろう。 

  正当化理由がある 14 頁ウ 

   目的の合理性 

   手段の相当性 

   （14 頁エとして「競争促進効果」が出てくるが、これも正当化理由の言い換え 11k155） 

 コメント 

  「共同購入＋グリーン」の標準的事例。 

  供給者からの牽制力（上記）が出てきている珍しい一例。 

 

令和 6 年度相談事例 9〔輸送用機械部品共同ミルクラン〕 

 

 あらかじめの整理 

  相談した X 工業会の会員である輸送用機械 A のメーカーを、便宜上、「本件行為者ら」

と呼ぶ。 

  本件行為者らが川下市場で売る商品役務は「輸送用機械 A」であるが、この「輸送」は、

本件で出てくる「配送」とは、関係がない。本件行為者らは、自分では、「輸送」「配送」

は、しない。 

  この事例は、「部品の共同購入」ではなく、「それぞれ単独で購入した部品の、共同配送」

である。なお、この「共同配送」は、本件行為者らが、取引相手方（部品メーカー）か

ら、購入した部品を引き取ってくる、という配送である。 

   36 頁の次の表現は、係り受けに問題があるのであって、結論としては、上記のとお

りの理解でよいと思われる。 

 
   ここより前に、部品の共同購入に関する記述は見当たらない。 

   37 頁（ウ）で、「部品の輸送面のみの共同の取組」と明記している。 

  本件行為者らは、「物流事業者や自社の物流子会社」に配送を委託する。したがって、

本件の取組は、「物流役務の共同購入」である。11k132 

  「ミルクラン」とは、牛乳メーカーが各牧場を巡回して生乳を集荷するところをイメー

ジして、複数の取引先を回って集荷する運送（本件でいう「引取物流」）のことをそう
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呼んでいるものであり、それ自体は、購入者が単独でも行うことができるものである。 

   「ミルクラン輸送」（日本通運） 

    https://www.nittsu.co.jp/truck/services/milkrun/ 

  それを共同で行うので、本件では「共同ミルクラン」と呼んでいる。 

 

 事案 

  輸送用機械 A のメーカーほとんど全て（シェア 90%超）が、上記のような前提で、共

同ミルクランを実施。 

  本件のミルクランには、特殊な装置などは不要。 

  物流役務を買う市場において、本件の引取物流のシェアは高くない。 

  部品の物流の費用は、輸送用機械 A の費用の 3%程度 

  物流 2024 年問題。 

  共同ミルクラン 

   「本件取組①」と「本件取組②」とされているが（34 頁）、要するに、部品メーカー

への「指示情報」を幹事会社の物流部門に集約し、それを参加企業の物流部門と共有

して、引取物流の手配を行う。集まる情報には、部品の調達に関する競争変数の情報

が含まれる可能性があるが、幹事会社を含む各社の各物流部門は、情報を各他部署に

共有しない。 

    ［推測］この事例の文脈上、「物流部門」とは、物流を手配する部門のことであり、

自ら物流をする部門という意味ではないと考えられる。 

 規範（3（1）） 

  次のものを掲げている 

   事業者の行為に着目した場合の 2 条 6 項 

   事業者団体の行為に着目した場合の 8 条（号は必ずしも特定せず） 

  その上で、他の事業者団体の事例と共通する考慮要素……次のようなこととなるなら

問題がある 

   現在または将来の重要な競争変数の目安を与える（予測を可能とする） 

   共通の意思の形成、競争制限行為、 

 適用（3（2）） 

  仕組みの設計段階（「本件取組①」） 

   36 頁ア 物流部門以外に情報を流さないので問題はない、というに尽きる 

  実施段階（「本件取組②」） 

   36 頁イ 問題はない 

   （ア）川上市場：物流役務を買う競争 

    本件のミルクランには、特殊な装置などは不要。 

    物流役務を買う市場において、本件の引取物流のシェアは高くない。 

   （イ）川下市場：輸送用機械 A を売る競争 
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    第 1 段落 共通化割合は小さい 

    第 2 段落 情報遮断 

   （ウ）別の川上市場：部品を買う競争 

    部品を買うことについては共同行為は行わない（「部品の輸送面のみの共同の取

組」） 

    情報遮断 

 コメント 

  複雑なので勉強になるが、冒頭の「あらかじめの整理」のように事例の構造を把握すれ

ば、難しい問題は特にない。 

 

セミナーでのご指摘 

  2024 年問題を正面に出して是認した事例として、令和 4 年度相談事例 1 

  温度管理が必要な特別な運送車両が出てきた事例として、令和 6 年度相談事例 2 
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 白石教授からレジュメに基づき説明が行われた後、概要、以下のとおり議論が行われた。 

 

１ 事例２ 

 

● 本件では、XYZ 以外も合理的対価を支払うことにより本件取組に参加できるというこ

とが書かれていないという点が事例５とは異なっている。これは本件取組が山間部につ

いてのものなので、他に希望者がいないから書かれていないのか。。 

 

〇 ご指摘のとおりであり、本件取組への参加は自由とされているが、それはあくまでも

XYZ の参加の自由のことに過ぎない。 

 

● 「運賃は W 社が３社からの荷物量で按分した運賃を計算し、３社に個別に請求する」

とされているが、この部分は、どういった意味で本件取組が問題とならない理由なのか分

からない。独占禁止法上の考え方の部分では、この点を挙げていないようにみえる。 

 

〇 この点については、相談者から説明があったので事実の紹介のところでは触れている

が、独占禁止法上の評価とあまり関係がないので書かれていないのかもしれない。ただ、

公正取引委員会と当事者とのやり取りの中で意味があったのかもしれず、いろいろな可

能性はある。運賃についてこのような按分の方法をとるということが、３社のカルテルに

はならないということを言いたかったのかもしれない。 

 

● 供給に要する費用の中で配送費の占める割合が小さいことが問題ないことの理由とし

て挙げられているが、単価が安くてかさばるような品目については配送費の割合が大き

くなってしまうので、このような理由が挙げられてしまうとそのような品目の共同配送

がやりにくくなってしまうと思われる。 

 

〇 共通化割合が小さくないときには、問題ないとされるためには、正当化理由であるとか

別の理由を見つけなければならないかもしれない。 

 

● 本件取組に本当に反競争性がないと言えるのか。翌日配送などが一般化している現状

の中で、文面からは、山間部の物流の実態をどこまで確認できているのか分からない。 

 

〇 川上の共同行為が川下の競争に与える影響については、事案ごとに異なる可能性があ

るので、実態を把握する必要がある。 

 

● 情報遮断について、W 社とその親会社である Z 社と間でシステムを遮断しても、兼務
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を含め人の交流があった場合には意味がない。法人が別であるということとシステムが

遮断されていることは書かれているが、その程度で情報遮断措置として十分なのか。 

 

〇 事例集では、会社に事実を確認したが書かなかったのか、そこまで念入りな仕組みを構

築できない規模の会社だったのか、いろいろな可能性はある。 

 

● 本件とは離れてしまうが、取適法では X や Y から Z への委託は下請取引となるが、緊

急の場合にちゃんと書面を交付したり、給付内容の変更に伴うコスト増加の補填が可能

なのか気になる。 

 

〇 トラック運送については、書面の交付は貨物自動車運送事業法でも義務付けられてい

る。緊急時の対応については、基本契約で決められているのかもしれない。 

 

２ 事例３ 

 

● グリーンガイドラインが公表されてから、相談事例集の論証が長くなった印象である。

グリーンガイドラインの中で、共同研究開発のところに出てくる「外部性への対応」とい

うのが１つのキーワードではないかと考えている。コストが価格に反映されないという

点では、本件も同様であると考えられるが、本件では「外部性への対応」ということが出

てきていない。 

 

〇 グリーンガイドラインでは、共同購入や共同販売など業務提携のいろいろな形態につ

いていろいろ書かれているので、そのことが影響しているのかもしれない。 

 

● 本件は、供給者の数が少ないので需要者側がある程度対抗していこうというものであ

ると考えられるが、そのような相談事例としては令和３年度の事例１のニュースポータ

ルサイトのものもある。 

 

〇 企業結合事例については、需要者からの競争圧力がどうかということが考慮要素とさ

れることがあったが、それを逆転して供給者側の競争圧力を考慮したものと言える。また、

本件は、企業結合ではなく業務提携についてのものであるという点でも異なっている。 

ただ、令和３年以前にも、電力会社に対して中小の小売業者が対抗して交渉するといっ

たことに公正取引委員会が好意的だった事例もある。とは言え、カルテルについては、任

天堂 DS 事件のように、需要者が強い場合であっても、公正取引委員会は厳しいスタンス

である。 
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● 分離回収役務役務について、提供市場という用語を用いて検討しているが、結局、自家

消費向けしか考えていない。自家消費は一般的にマーケットシェアには入れないし、その

ようなものは市場と言えるのか。 

 

〇 現時点ではビジネスとして安定していなくても将来についてどのように考えるかとい

う観点からすると、企業結合では将来のことを考える条文になっている。業務提携につい

ても条文にはないが、事前相談であれば論理必然的に将来のことを考えることにはなる。 

 

● 本件での共同行為は、川上での共同購入であり、川下での共同供給は現時点では行われ

ないのではないか。 

 

〇 将来の話は別として、今回の相談の対象は川上での共同購入についてのものであり、御

指摘のとおりである。 

 

● 共同購入の川下への影響を検討するに当たり、グリーンガイドラインが引用されてお

り、シェアが高い場合には、供給のコストに占める共同購入のコストの割合や販売価格等

の情報交換や共有の可能性をみるとされている。しかしながら、実際の当てはめの部分で

は、この点について触れられていない。シェアが不明だったためかもしれないが、シェア

が不明ならシェアが高い可能性もあるとして検討しておいた方がよかったのではないか。

また、公正取引委員会は、通常、川上で問題でも川下で問題がなければ構わないというこ

とが多いが、今回、それも触れていない。 

 

〇 現時点では、外部への販売は行われていないといったことが影響しているのかもしれ

ないし、結局のところ、反競争性があったとして正当化理由があるということで触れてい

ないのかもしれない。 

 

● 本件取組は、グリーン社会実現のための取組であると認められるとし、それを前提に検

討を行うとしておきながら、競争への影響のところではグリーンについては触れられて

おらず、正当化理由のところで触れられているだけである。 

わざわざ、グリーン社会実現のための取組の観点から検討を行うとまで言う必要はな

かったのではないか。 

 

〇 論理的には御指摘のとおりで、グリーンを前提に検討すると持ち出すことで、これは認

める方向ですよと早めに言っているようにも見える。 

反競争性の部分はグリーンとまったく関係ないように思われるが、市場として不安定

であるということがグリーンと関係あるということなのか、あるいはグリーンガイドラ
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インが本件ではそのまま使えると言いたかったのか、グリーンを持ち出したことについ

ては、いろいろな可能性があるかもしれない。 

 

３ 事例９ 

 

● 公正取引委員会が本件について問題ないとしたのが、２０２４年問題ということで正

当化理由を考慮したからなのか、競争制限行為が行われることがないからなのかよく分

からない。 

 

〇 この事例は、正当化理由に踏み込まなくても問題ないとした事例であると思われる。念

のため、２０２４年問題については他の事案への影響や参考のために触れているのかも

しれない。 

 

● 令和４年度の事例１は、スーパー４社の物流、共同配送であるが、ストレートに正当化

理由であっさりと片付けているのが本件とは対照的である。 

 

〇 令和４年度の事例１は、競争への影響がないとはいえない事例だったのかもしれない。 

 

● 本件は、輸送に当たって、特別な条件が不要で、特殊な設備も不要な事例である。 

事例２は、温度管理など特殊な設備が必要だったのかもしれないと思った。 

 

〇 確かに、温度管理も買い手の選択肢を狭めることになるかもしれない。 

 

● 共同ミルクランのメカニズムについて、幹事会社がマッチングするということで、幹事

会社に機微情報が提供されることになる。令和２年度の事例６では、物流事業者を介して

情報が他社に行かないことも手当している。本件では、幹事会社から他社にそういう情報

が行かないのか。 

 

〇 この事例では、各社に物流部門と調達販売部門があり、各社がそれらの間に壁を作る。

そのことにより、社内で物流部門から調達販売部門に情報が行かず、物流についての情報

は遮断されている。 

 

● 本件では、制度設計段階での情報共有と制度の実施の２つに分けて検討しているが、わ

ざわざ、２つに分ける必要があったのか。 

 

〇 同感である。ただ、事例集をみただけでは分からない事情があったのかもしれない。 


